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ＮＰＯ法人制度について 
 

 法人の名称 
 

 

・特定非営利活動法人 
 

 

 法制定の目的 

 
 

 

・ボランティア活動をはじめとする市民が行う自由な社会貢献活動と 

しての特定非営利活動の健全な発展の促進 
 

 

 特定非営利活 

 動の定義 

 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 

 

・別表に掲げる１２の活動分野に限定 

・不特定かつ多数のものの利益の増進に寄与することを目的 

（別表に列挙された分野 ) 

一 保健、医療又は福祉の増進を図る活動 

二 社会教育の推進を図る活動 

三 まちづくりの推進を図る活動 

四 文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動 

五 環境の保全を図る活動 

六 災害救援活動 

七 地域安全活動 

八 人権の擁護又は平和の推進を図る活動 

九 国際協力の活動 

十 男女共同参画社会の形成の促進を図る活動 

十一 子どもの健全育成を図る活動 

十二 前各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、

助言又は援助の活動 

 

 特定非営利活 

 動法人の定義 

 及び要件 

 

 
 
 
 
 

 
 
 
 

 

・特定非営利活動を行うことを主たる目的とする 

・営利を目的としない 

・次のいずれにも該当する団体 

  イ 社員の資格の得喪に関して、不当な条件を付さない 

  ロ 報酬を受ける役員が、役員総数の３分の１以下 

・その行う活動が次のいずれにも該当する団体 

  イ 宗教活動を主たる目的としない 

  ロ 政治上の主義の推進・支持・反対を主たる目的としない 

  ハ 特定の候補者等又は政党の推薦・支持・反対を目的としない 

・申請に係る法人が暴力団又は暴力団若しくはその構成員の統制の下 

にある団体でないこと 

・１０人以上の社員を有する                   等 
 

 

 所轄庁 
 

 

・事務所が所在する都道府県の知事（自治事務） 

・二以上の都道府県に事務所を設けるものは内閣総理大臣 

参考資料１－２ 
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 設立 
 

・所轄庁の認証を受けた後、登記をすることによって成立 
 

 

 事務処理期間 

 
 
 

 

・所轄庁は申請受理後４月以内に認証又は不認証を決定（そのうち、

受理後２月間縦覧） 

・不認証の決定をしたときは、理由を付した書面によりその旨を通知 
 

 

 情報公開 

 
 
 
 
 

 

・利害関係人は、法人の事務所において、事業報告書、役員名簿等の

閲覧が可能 

・一般人は、所轄庁において、事業報告書、役員名簿等の閲覧が可能 

（内閣総理大臣が所轄する法人については、法人の事務所が所在する都道府県に

おいても、条例の定めるところにより上記書類の閲覧が可能） 

 

 監督 
 

 

・所轄庁による報告徴収、検査、改善命令、認証の取消し 
 

 

 税制上の扱い 

 
 

 

・人格なき社団並み（税法上の収益事業のみ課税、その他の事業は非

課税） 

・国税庁長官の認定を受けたＮＰＯ法人に寄附をした者について、所

得税、法人税及び相続税の特例措置（平成１３年１０月１日） 
 

 

 見直し規定 
 

 

・施行から３年以内に見直し 
 

 

 施行日(政令) 
 

 

・平成１０年１２月１日 
 

 
 

 衆議院内閣委 

 員会附帯決議 

 
 
 
 
 
 

 

・信教、結社及び表現の自由が侵害されることがないよう配意し、特

定非営利活動法人の自主性を十分尊重するとともに、法律の趣旨、

国会における議論を踏まえ、公正・透明な行政運営に努める 

・税制等を含めた見直しは、法施行後二年以内に検討、結論を得る 

・営利を目的としない法人の制度については、今後、総合的に検討 

・別表十二項目に関しては、広く運用するよう努める 

・中央省庁の再編に際して、責任ある推進体制となるよう十分配慮 
 

 

 参議院労働・ 

 社会政策委員 

 会附帯決議 

 

 
 

 

・信教、結社及び表現の自由に配意し、特定非営利活動の自主性を損

なわぬよう努める 

・税制等を含めた見直しは、法施行後二年以内に検討、結論を得る 

・営利を目的としない法人の制度については、今後、総合的に検討 

・中央省庁の再編に際して、責任ある推進体制となるよう十分配慮 
 

 



認証の申請 受理

審

査

縦
覧
期
間
２
ヶ
月
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・定款

・役員名簿
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・事業計画書
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　　申請から法人成立までのフロー

３
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申請時に提出する書類 

提出書類 縦覧書類 

申請書  

定款 ○ 

役員名簿 ○ 

就任承諾書  

役員の住所又は居所を証する書面  

宣誓書  

役員のうち報酬を受ける者の名簿  

社員のうち10人以上の者の名簿  

確認書  

設立趣旨書 ○ 

設立者名簿  

設立についての意思の決定を証する議事録  

設立当初の財産目録  

設立当初の事業年度を記載した書面（事業年度を設ける場合のみ）  

設立の初年及び翌年（当初の事業年度及び翌事業年度）の事業計画書 ○ 

設立の初年及び翌年（当初の事業年度及び翌事業年度）の収支予算書 ○ 

法人設立時に提出する書類 

提出書類 閲覧書類 

設立登記完了届出書  

定款 ○ 

登記簿謄本 ○ 

設立当初の財産目録 ○ 

毎年（毎事業年度）終了後に作成する書類 

提出書類 閲覧書類 

事業報告書 ○ 

財産目録 ○ 

貸借対照表 ○ 

収支計算書 ○ 

前年において役員であったことがある者全員の名簿及びそのうち前年において
報酬を受けたことがある者全員の名簿 

○ 

社員のうち10人以上の者の名簿 ○ 
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内閣府 793
東京都 1,792
大阪府 647
神奈川県 495
北海道 332
千葉県 280
その他 3,976

認証団体数

38.8%

36.7%

9.5%

24.3%

15.6%

8.3%

7.6%

28.1%

29.4%

37.1%

45.0%

59.6%

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0
%

8,315団体
(平成14年

9月末現在)

　認証団体数の実態 (平成 14年9月末現在)

(1) 認証団体数

その他
48 %

東京都
22%

大阪府　８ %

内閣府
９％

%

神奈川県　６ %

北海道　４ %千葉県
３ %

(2) 分野別認証団体数 (複数回答)

保健・医療・福祉

社会教育

まちづくり

文化･芸術

環境保全

災害救援

地域安全

人権擁護

国際協力

男女共同

子ども健全育成

連絡助言
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